Ⅱ． eq \o\ad(担保差入,　　　　　　)

１．概要

オンライン担保差入先は、担保目的物区分が振決国債、振替社債等、邦貨手形または証書貸付債権の担保差入を行う場合（注１）には、所定の端末操作手順（業務処理区分コード541101、541103、541104、541105）にもとづいて入力します（注２）。担保目的物区分が振決国債の場合には、この入力により、当該オンライン担保差入先の属する担保差入金融機関等は、担保として差入れる振決国債について日本銀行名義の参加者口座への振替申請を行います。また、担保目的物区分が振替社債等の場合には、この入力により、当該オンライン担保差入先の属する担保差入金融機関等は、担保として差入れる振替社債等についての機構システムにおける当該担保差入金融機関等名義の口座の保有口から日本銀行名義の口座の質権口への振替申請を日本銀行が代わって行うことの依頼をします。

日本銀行は、担保目的物区分が振決国債の場合には、上記入力を受付けた後、振決国債の口座振替を行います。また、担保目的物区分が振替社債等の場合には、上記入力を受付けた後、機構に対し、機構システムにおけるオンライン担保差入先の属する担保差入金融機関等名義の口座の保有口から日本銀行名義の口座の質権口への振替申請を行います。

（注１）振決国債、振替社債等、邦貨手形または証書貸付債権以外の担保については、担保差入を日銀ネットを利用してオンラインにより行うことはできません。
（注２）国債振替決済制度のオンライン振決参加者である担保差入金融機関等に属するオンライン担保差入先は、オンライン振決参加者店舗以外の店舗であっても、担保差入を日銀ネットを利用してオンラインにより行うことができます。
国債決済代行先は、担保差入先の指示に従い、当該担保差入先に代わって当該担保差入先のために振決国債の担保差入を行う場合には、所定の端末操作手順（業務処理区分コード541102）にもとづいて入力します。この入力により、当該国債決済代行先の属する国債決済代行者は、担保として差入れる振決国債について日本銀行名義の参加者口座への振替にかかる通知を行います。

日本銀行は、上記入力を受付けた後、振決国債の口座振替を行います。
担保差入代行先は、担保差入先の指示に従い、当該担保差入先に代わって当該担保差入先のための振替社債等の担保差入を行う場合には、所定の端末操作手順（業務処理区分コード541106）にもとづいて入力します。この入力により、担保差入代行口座管理機関は、担保として差入れる振替社債等についての当該担保差入代行先の属する担保差入代行口座管理機関における当該担保差入先の属する担保差入金融機関等名義の口座の保有口から、機構システムにおける日本銀行名義の口座の質権口への振替の申請にかかる機構への通知を、日本銀行が代わって行うことにかかる依頼をします。

日本銀行は、上記依頼を受けた後、機構に対し、担保として差入れる振替社債等について当該担保差入代行先の属する担保差入代行口座管理機関における当該担保差入先の属する担保差入金融機関等名義の口座の保有口から、機構システムにおける日本銀行名義の口座の質権口への振替にかかる通知を行います。
２．事務の流れ

日銀ネットを利用してオンラインにより行う担保差入の事務の流れは、担保目的物区分（邦貨手形および証書貸付債権においては電子記録債権か否かの別。また、証書貸付債権（証書貸付債権（電子記録債権）を除きます。）にあっては、シンジケート・ローン債権か否かの別）に応じ、以下の（１）～（９）に区分することができます。
（１）振決国債のオンライン担保差入先による担保差入

（２）振決国債の国債決済代行先による担保差入

（３）振替社債等のオンライン担保差入先による担保差入
（４）振替社債等の担保差入代行先による担保差入
（５）邦貨手形（邦貨手形（電子記録債権）を除きます。）の担保差入

（６）邦貨手形（電子記録債権）の担保差入

（７）証書貸付債権（シンジケート・ローン債権を除きます。）のうち証書貸付債権（電子記録債権）以外の担保差入

（８）証書貸付債権（シンジケート・ローン債権に限ります。）のうち証書貸付債権（電子記録債権）以外の担保差入

（９）証書貸付債権（電子記録債権）の担保差入

（１）振決国債のオンライン担保差入先による担保差入

イ. 担保差入の入力

オンライン担保差入先は、振決国債の担保差入を行う場合には、所定の端末操作手順（業務処理区分コード541101）にもとづいて入力します。担保差入を行う日（以下「差入日」といいます。）は、送信日に限ります。
ただし、オンライン担保差入先の属する担保差入金融機関等において払出可能国債残高が不足となるような入力はエラーとなります（エラーメッセージに「国債残高不足」の旨表示されます。）。また、担保差入を償還日に行うことはできません。
ロ. 担保残高および担保価額合計額の増額
日本銀行は、イ．の担保差入の入力を受付けた場合には、担保残高および担保価額合計額の増額ならびに振決国債の口座振替を行ったうえで、オンライン担保差入先に「担保差入済通知」（5411-00100）を日銀ネットにより送信します。オンライン担保差入先が担保出力指定店舗でない場合には、あわせて担保出力指定店舗に「担保差入済通知」（5411-00200）を日銀ネットにより送信します。

なお、オンライン担保差入先の属する担保差入金融機関等の振決出力指定店舗に対して「国債振替決済払出済通知」（7411-00300）を日銀ネットにより送信します。
（２）振決国債の国債決済代行先による担保差入
イ. 担保差入の入力
国債決済代行先は、担保差入先の指示に従い、当該担保差入先に代わって当該担保差入先のために振決国債の担保差入を行う場合には、所定の端末操作手順（業務処理区分コード541102）にもとづいて入力します。差入日は、送信日に限ります。
ただし、当該国債決済代行先の属する国債決済代行者において払出可能国債残高が不足となるような入力はエラーとなります（エラーメッセージに「国債残高不足」の旨表示されます。）。また、担保差入を償還日に行うことはできません。
ロ. 担保残高および担保価額合計額の増額
日本銀行は、イ．の担保差入の入力を受付けた場合には、担保残高および担保価額合計額の増額ならびに振決国債の口座振替を行ったうえで、国債決済代行先に「担保差入済通知」（5411-00300）を日銀ネットにより送信します。担保差入先がオンライン担保差入先である場合には、あわせてオンライン担保差入先に対して「担保差入済通知」（5411-00500）を日銀ネットにより送信します。担保差入先が担保出力指定店舗でない場合には、担保出力指定店舗にも同通知を送信します。また、国債決済代行者の振決出力指定店舗に対して「国債振替決済払出済通知」（7411-00300）を日銀ネットにより送信します。

（３）振替社債等のオンライン担保差入先による担保差入
イ. 担保差入の入力
オンライン担保差入先（振替社債等の担保差入を自ら行う担保差入金融機関等に属する先に限ります。以下（３）において同じです。）は、振替社債等の担保差入を行う場合には、所定の端末操作手順（業務処理区分コード541103）にもとづいて入力します（注）。差入日は、送信日に限ります。ただし、短期社債等を除く振替社債等については、振替停止日（利払日、定時償還支払日または一部繰上償還支払日の前営業日をいいます。以下同じです。）に担保差入を行うことはできません。また、担保差入を受戻期日以降の日に行うことはできません。
入力画面における「金額」欄には、機構がその業務規程等で規定する機構システムにおける振替単位と整合的なものを入力してください。また、当該振替社債等が定時償還債または一部繰上償還債である場合には、差入日における実質社債残高ではなく、額面金額を入力してください。
（注）この入力に伴い、渡方機構加入者コードが未登録である旨のエラーメッセージを受信した場合において、機構加入者コードを変更しているにもかかわらず日本銀行にその届出を行っていないときは、直ちに取引主要店に連絡してください。

ロ. 担保残高および担保価額合計額の増額

日本銀行は、イ．の担保差入の入力を受付けた場合には、「担保差入受付通知」（5411-00600）をオンライン担保差入先に送信します。また、日本銀行は、機構に対し、機構システムにおけるオンライン担保差入先の属する担保差入金融機関等名義の口座の保有口から日本銀行名義の口座の質権口への振替の申請を行います。

日本銀行は、機構システムによりオンライン担保差入先の属する担保差入金融機関等名義の口座の保有口から日本銀行名義の口座の質権口に振替社債等が振替えられた場合には、その内容を確認したうえで、担保残高および担保価額合計額の増額を行うとともに、オンライン担保差入先に「担保差入済通知」（5421-00400）を日銀ネットにより送信します。また、担保差入先が担保出力指定店舗でない場合には、担保出力指定店舗にも同通知を日銀ネットにより送信します。
ハ. 担保受払入力終了時刻到来による取消
日本銀行は、オンライン担保差入先が振替社債等の担保差入の入力を行ったにもかかわらず、機構システムにおけるオンライン担保差入先の属する担保差入金融機関等名義の口座の保有口の残高不足等に伴い、当該保有口から日本銀行名義の口座の質権口へ当該振替社債等の振替が行われない場合には、午後４時（担保受払入力終了時刻）到来後、当該入力を取消しますのでご留意ください。この場合、日本銀行における当該入力の取消後、「担保差入受付通知［取消］」（5421-00800）をオンライン担保差入先に送信します。

	                                     　　　　　　　      （5421-00800）　　　　　　　　　　　　　　　　


担保差入受付通知［取消］

　　　　　　　　　　　　　　　　　　        （注１）
次の担保差入（振替社債等）は、振替社債等の振替が不能であるため取消しましたので通知します。

振替機関における振替不能事由：        振替社債等担保受払入力終了に伴う取消（注２） 
担保目的物区分　　　　    　　　　　　　　　　　　
担保差入先　　　 　       （注３）    　　　　　　　　　　　　 与信・担保受付番号　         
渡方機構加入者コード　       
担 保 管 理 店　　　　     　　　　　
銘　　　　　柄（注４）　               　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
金　　　　　額　　　　                    円

償　　還　　日　　　　        
（注１）通知日が表示されます。

（注２）当該メッセージ以外のメッセージが表示されている場合には、担保管理店に連絡してください。
（注３）金融機関等店舗コードまたはＢＩＣコードが表示されます。
（注４）機構が短期社債等の銘柄名称を変更した場合において、変更前の銘柄名称が表示されたときは、変更後の銘柄名称に読み替えてください。




（４）振替社債等の担保差入代行先による担保差入

イ. 担保差入の入力

担保差入代行先は、担保差入先の指示に従い、当該担保差入先に代わって当該担保差入先のための振替社債等の担保差入を行う場合には、所定の端末操作手順（業務処理区分コード541106）にもとづいて入力します（注）。差入日は、送信日に限ります。ただし、短期社債等を除く振替社債等については、振替停止日に担保差入を行うことはできません。また、担保差入を受戻期日以降の日に行うことはできません。

入力画面における「金額」欄には、機構がその業務規程等で規定する機構システムにおける振替単位と整合的なものを入力してください。また、当該振替社債等が定時償還債または一部繰上償還債である場合には、差入日における実質社債残高ではなく、額面金額を入力してください。

（注）この入力に伴い、渡方機構加入者コードが未登録である旨のエラーメッセージを受信した場合において、機構加入者コードを変更しているにもかかわらず担保差入金融機関等が日本銀行にその届出を行っていないときは、担保差入代行先は、担保差入金融機関等に対して、直ちに当該担保差入金融機関等の取引主要店に連絡するよう、指示してください。

ロ. 担保残高および担保価額合計額の増額

日本銀行は、イ．の担保差入の入力を受付けた場合には、「担保差入受付通知」（5411-00600）を担保差入代行先に送信します。また、日本銀行は、機構に対し、担保差入代行先の属する担保差入代行口座管理機関における担保差入先の属する担保差入金融機関等名義の口座の保有口から、機構システムにおける日本銀行名義の口座の質権口への振替の申請にかかる通知を行います。

日本銀行は、機構システムにより担保差入代行先の属する担保差入代行口座管理機関における担保差入先の属する担保差入金融機関等名義の口座の保有口から、機構システムにおける日本銀行名義の口座の質権口に振替社債等が振替えられた場合には、その内容を確認したうえで、担保残高および担保価額合計額の増額を行うとともに、担保差入代行先に「担保差入済通知」（5421-02100）を日銀ネットにより送信します。担保差入先がオンライン担保差入先である場合には、あわせてオンライン担保差入先に対して「担保差入済通知」（5421-00400）を日銀ネットにより送信します。担保差入先が担保出力指定店舗でない場合には、担保出力指定店舗にも同通知を日銀ネットにより送信します。

ハ. 担保受払入力終了時刻到来による取消

日本銀行は、担保差入代行先が振替社債等の担保差入の入力を行ったにもかかわらず、機構システムにおける担保差入代行先の属する担保差入代行口座管理機関名義の口座の顧客口の残高不足等に伴い、担保差入代行先の属する担保差入代行口座管理機関における担保差入先の属する担保差入金融機関等名義の口座の保有口から、機構システムにおける日本銀行名義の口座の質権口へ当該振替社債等の振替が行われない場合には、午後４時（担保受払入力終了時刻）到来後、当該入力を取消しますのでご留意ください。この場合、日本銀行における当該入力の取消後、「担保差入受付通知［取消］」（5421-00800）を担保差入代行先に送信します。担保差入先がオンライン担保差入先である場合には、オンライン担保差入先にも同通知を送信します。

	                                     　　　　　　　      （5421-00800）　　　　　　　　　　　　　　　　
担保差入受付通知［取消］
　　　　　　　　　　　　　　　　        （注１）
次の担保差入（振替社債等）は、振替社債等の振替が不能であるため取消しましたので通知します。
振替機関における振替不能事由：        振替社債等担保受払入力終了に伴う取消（注２） 
担保目的物区分　　　　    　　　　　　　　　　　　
担保差入先　　　　       （注３）　   　　　　　　　　　　　　 与信・担保受付番号　         
渡方機構加入者コード　       
担 保 管 理 店　　　　     　　　　　
銘　　　　　柄（注４）　               　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
金　　　　　額　　　　                    円
償　　還　　日　　　　        
（注１）通知日が表示されます。
（注２）当該メッセージ以外のメッセージが表示されている場合には、担保管理店に連絡してください。
（注３）金融機関等店舗コードまたはＢＩＣコードが表示されます。
（注４）機構が短期社債等の銘柄名称を変更した場合において、変更前の銘柄名称が表示されたときは、変更後の銘柄名称に読み替えてください。


（５）邦貨手形（邦貨手形（電子記録債権）を除きます。）の担保差入

イ. 担保差入の入力

邦貨手形（邦貨手形（電子記録債権）を除きます。以下（５）において同じです。）の担保差入の入力に当っては、差入日を指定します。差入日としては、送信日のほか、その翌営業日を指定することができます。
オンライン担保差入先は、邦貨手形の担保差入を行う場合には、所定の端末操作手順(業務処理区分コード541104)にもとづいて入力します。ただし、受戻期日以降の日を差入日として指定することはできません。
日本銀行は、この入力を受付けた場合には、「担保差入受付通知」（5411-00700）をオンライン担保差入先に送信します。
なお、為替手形を差入れる場合には、書面による担保差入の手続きを行ってください。

ロ. 担保等の提出

オンライン担保差入先は、担保差入の入力時に指定した差入日（送信日またはその翌営業日）に、イ．の「担保差入受付通知」とともに邦貨手形を担保取引店の窓口に提出してください。

ハ. 担保残高および担保価額合計額の増額

日本銀行は、提出された邦貨手形の内容を確認したうえで、担保残高および担保価額合計額の増額を行うとともに、オンライン担保差入先に「整理番号通知」（5411-01600）を日銀ネットにより送信します。オンライン担保差入先が担保出力指定店舗でない場合には、担保出力指定店舗にも同通知を日銀ネットにより送信します。
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5411-01600）

整理番号通知

　　　　　　　　　　　　　　　　　　        （注１）
担保目的物区分　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 手　形　区　分　  　（注２）

担保差入先　       （注３）     　　　　　　　　　　　　　　　　　　与信・担保受付番号　     
担保管理店　     　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

支　  払　  人　　             金　額（円）　　　振出日　 満期日　 担保受払区分　 　整理番号

　　         　　　　　　　　　　                   　        　      　   　　　　　 　         　
　  　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　  　
              　　　　　　　　　　                   　        　      　   　　　　　 　         　
　  　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　

    　       　　　　　　　　　　　                   　        　      　   　　　 　 　         　
   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　

　　　　　　　　　　　　　　　 合計金額　                   
　担保余裕額　　　　 　　　　　                         円

（注１）通知日が表示されます。

（注２）手形区分コードが「３」と入力された場合に「3　一般手形」と表示されます。
手形区分コードが「４」と入力された場合に「4　ＣＰ」と表示されます。

（注３）金融機関等店舗コードまたはＢＩＣコードが表示されます。

（注４）担保受払区分コードが「０６」と入力された場合に「06 他所払手形」と表示されます。
担保受払区分コードが「０７」と入力された場合に「07 当所払手形」と表示されます。

（注５）既に整理番号を付与された邦貨手形が再度入力された場合には「*」が表示されます。



（６）邦貨手形（電子記録債権）の担保差入

　　　　　

イ．担保差入の入力

邦貨手形（電子記録債権）の担保差入の入力に当っては、差入日を指定します。差入日としては、送信日のほか、その翌営業日を指定することができます。
オンライン担保差入先は、邦貨手形（電子記録債権）の担保差入を行う場合には、所定の端末操作手順（業務処理区分コード541104）にもとづいて入力します。ただし、受戻期日以降の日を差入日として指定することはできません。
日本銀行は、この入力を受付けた場合には、「担保差入受付通知」（5411-00700）をオンライン担保差入先に送信します。

　　

ロ．担保等の提出
オンライン担保差入先は、担保差入の入力時に指定した差入日（送信日またはその翌営業日）に、イ．の「担保差入受付通知」とともに次に掲げる書類（注１）を担保取引店の窓口に提出してください。

　a．表面に担保として適格と認める証としてのスタンプが押なつされた記録事項証明書

　b．事前審査時以降に、変更記録（注２）または支払等記録がされていないことが確認できる書面
c．事前審査時以降に、中間譲渡人に個人がいないことが確認できる書面
　d．譲渡記録証明書
　　　　（注１）b．からd．までの複数の書面について、重複するものがある場合には、重複しての書面の提出は不要です。
（注２）債務者またはオンライン担保差入先の名称変更または住所変更（日本国内に限ります。）にかかる変更記録を除きます。
ハ．担保残高および担保価額合計額の増額

日本銀行は、提出された記録事項証明書等の内容を確認したうえで、担保残高および担保価額合計額の増額を行うとともに、オンライン担保差入先に「整理番号通知」（5411-01600）を日銀ネットにより送信します。オンライン担保差入先が担保出力指定店舗でない場合には、担保出力指定店舗にも同通知を日銀ネットにより送信します。
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5411-01600）

整理番号通知

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        （注１）
担保目的物区分　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        手　形　区　分　　　3 一般手形
担保差入先　        （注２） 　 　　　　　　　　　　　　　　　　　与信・担保受付番号　         
担保管理店　     　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

支　  払　  人（注３）　　　　　 金　額（円）　　　振出日　　満期日　   担保受払区分　 整理番号


                　　　　　　　　　　                  　        　        　   　　　　　 　         　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　
                　　　　　　　　　　　　                 　        　        　   　　　　　          　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

       　        　　　　　　　　　　　                 　        　        　   　　　　　          　
　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　 合計金額　                  　　　　　　　
　担保余裕額　　　　 　　　　　                         円

（注１）通知日が表示されます。

（注２）金融機関等店舗コードまたはＢＩＣコードが表示されます。

（注３）「（電債）○○工業」のように表示されます。

（注４）発生日が表示されます。
（注５）「17 手形類似電子記録債権」と表示されます。
（注６）既に整理番号を付与された邦貨手形（電子記録債権）が再度入力された場合には「*」が表示されます。



（７）証書貸付債権（シンジケート・ローン債権を除きます。）のうち証書貸付債権（電子記録債権）以外の担保差入
イ. 担保差入の入力

証書貸付債権（シンジケート・ローン債権および証書貸付債権（電子記録債権）を除きます。以下(７)において同じです。）の担保差入の入力に当っては、差入日を指定します。差入日としては、送信日のほか、その翌営業日を指定することができます。
オンライン担保差入先は、証書貸付債権の担保差入を行う場合には、所定の端末操作手順（業務処理区分コード541105）にもとづいて入力します。ただし、受戻期日以降の日を差入日として指定することはできません。また、返済方法が分割返済のものについては、一部受戻日から分割返済期日までの間の日を差入日として指定することはできません。
日本銀行は、この入力を受付けた場合には、「担保差入受付通知」（5411-00800）をオンライン担保差入先に送信します。

ロ. 担保等の提出
オンライン担保差入先は、担保差入の入力時に指定した差入日（送信日またはその翌営業日）に、イ．の「担保差入受付通知」とともに下表に掲げる書類（提出書類毎の「証書貸付債権の種類」の別に、当該提出書類の提出が必要な場合には○印を付し、当該提出書類の提出が不要な場合には×印を付しています。ただし、〇印が付された書類であっても、下表の備考欄にその旨の記載がある場合には、提出は不要です。）を、担保取引店の窓口に提出してください。
ただし、担保差入を行う証書貸付債権が「担保に関する細則」に規定する電子証書貸付債権（債権証書の発行日付が２０２２年４月１日以後であるものに限ります。以下（７）において同じです。）であるときは、登記事項証明書等の提出の免除を受けていないオンライン担保差入先は、下表の書類（注１）を業務オンラインにより提出することができ（注２）、登記事項証明書等の提出の免除を受けているオンライン担保差入先は、下表の書類（注１）を業務オンラインにより提出してください。
また、担保差入を行う証書貸付債権が「担保に関する細則」に規定する電子証書貸付債権である場合には、担保差入金融機関等は、次の書類の提出前にハ．に定める取扱いを行ってください。

	
	証書貸付債権の種類
	備　考

	
	企業または不動産投資法人に対する証書貸付債権
	政府（特別会計を含む。）に対する証書貸付債権
	政府保証付証書貸付債権
	地方公共団体に対する証書貸付債権
	

	提出書類
	証書貸付債権証書
	〇
	〇
	〇
	〇
	「担保に関する細則」に規定する電子証書貸付債権の場合には、提出は不要です（注３） 。

	
	債務者から徴求した証書貸付債権の担保差入に係る承諾書および抗弁放棄書
	〇
	〇
	〇
	〇
	「担保に関する細則」に規定する電子証書貸付債権の場合には、提出は不要です。この場合には、ハ．（ロ）により、債務者に対して担保差入の承諾申請を行い、担保差入までに承諾を受けてください （注４） 。

	
	証書貸付債権の準拠法に関する確認書
	○
	×
	○
	×
	証書貸付債権証書上に準拠法が日本法である旨の記載がある場合または政府保証付証書貸付債権であって、かつ「担保に関する細則」に規定する全期間型特別適格債務者向け証書貸付債権もしくは特定期間型特別適格債務者向け証書貸付債権の場合には、提出は不要です。

	
	電子証書貸付債権の担保差入に関する確約書（注５）
	×
	○
	×
	×
	「担保に関する細則」に規定する電子証書貸付債権でない場合には、提出は不要です。

	
	証書貸付債権の譲渡に関する表明書
	×
	○
	○
	×
	「担保に関する細則」に規定するセカンダリー玉でない場合には、提出は不要です。

	
	振出手形および電子記録債権の不存在に関する確認書
	×
	○
	○
	×
	次のいずれかの場合には、提出不要です。
1 「担保に関する細則」に規定する全期間型特別適格債務者向け証書貸付債権および特定期間型特別適格債務者向け証書貸付債権以外の場合
2 「担保に関する細則」に規定する全期間型特別適格債務者向け証書貸付債権または特定期間型特別適格債務者向け証書貸付債権であって、かつ「担保に関する細則」に規定する電子証書貸付債権またはシンジケート・ローン債権の場合

	提出書類
	証書貸付債権の入札等の貸付条件の決定方法に関する確認書
	×
	○
	○
	○
	次のいずれかの場合には、提出不要です。
1 政府（特別会計を含む。）に対する証書貸付債権または政府保証付証書貸付債権であって、かつ「担保に関する細則」に規定する全期間型特別適格債務者向け証書貸付債権または特定期間型特別適格債務者向け証書貸付債権
2 「担保に関する細則」別表３の項番２５（貸付金利①）に定める要件を充たす地方公共団体に対する証書貸付債権

	
	地方公共団体に対する証書貸付債権の貸付金利に関する確認書
	×
	×
	×
	○
	「担保に関する細則」別表３の項番２４（入札②）の地方公共団体に対する証書貸付債権にかかる要件の①に定める要件を充たす場合には、提出は不要です。

	
	登記事項証明書等（注６）
	〇
	〇
	〇
	〇
	「担保に関する細則」の規定により、予め登記事項証明書等の提出の免除を受けている場合には、提出は不要です（注７）（注８）。
担保取引店の窓口に提出するときは、登記所から窓口または郵送で交付を受けたものを提出し、業務オンラインにより提出するときは、法務省が提供する登記・供託オンライン申請システムを利用してオンライン証明書交付請求を行い、オンラインによる交付を受けたものを提出してください。

	
	付随担保明細書（注９）
	〇
	×
	×
	×
	付随担保が付されていない場合には、提出は不要です。



（注１）業務オンラインにより提出する場合には、電子証書貸付債権の担保差入に必要となる書面のすべてを、１つのファイルにまとめて提出してください。電子証書貸付債権の担保差入に必要となる書面の一部のみを、業務オンラインにより提出することはできません。提出するファイルの作成方法等は、「担保に関する細則」［参考４］を参照してください。

（注２）登記事項証明書等の提出の免除を受けていないオンライン担保差入先は、業務オンラインによる上の表の書類の提出に関しては、次のとおり取扱ってください。

・　初めて業務オンラインにより提出する場合には、担保取引店にその旨を電話連絡してください。

・　業務オンラインによる提出を開始した場合には、それ以降は特段の事情がない限り、業務オンラインにより提出を行ってください。

・　業務オンラインによる提出を開始した場合においても、複数の債権（電子証書貸付債権および電子証書貸付債権以外の債権の双方を含みます。）について、１通の登記事項概要証明書または「担保に関する細則」に規定する要件を充たす２通の登記事項証明書を提出するときは、電子証書貸付債権の担保差入に必要となる書面は、担保取引店の窓口に提出してください。

・　業務オンラインによる提出を行っていた先が、電子証明書の失効等を理由に、担保取引店の窓口での提出に変更する場合には、その旨を担保取引店に電話連絡してください。
（注３）「担保に関する細則」に規定する電子証書貸付債権であって、債務者が担保差入を承諾したものについては、政府借入金入札システムを利用して、債務者から日本銀行に証書貸付債権証書が提出されます。
（注４）「担保に関する細則」に規定する電子証書貸付債権であって、債務者が担保差入を承諾したものについては、政府借入金入札システムを利用して、債務者から日本銀行および担保差入金融機関等に「証書貸付債権の担保差入に係る承諾書および抗弁放棄書」が提出されます。
（注５）担保として差入れる「担保に関する細則」に規定する電子証書貸付債権について、以下の項目全てを確認のうえ、提出してください。
① 証書貸付債権証書の原本は、貸付人および債務者の意思にもとづき、真正に成立したものであること。

② 「電子証書貸付債権の担保差入に関する確約書」が、オンライン担保差入先の意思にもとづき、真正に成立したものであること。

③ 手形が振り出されていないものであることおよび電子記録債権が発生していないものであること。

④ 債務者が担保差入を承諾した日の翌営業日から１０営業日以内に行う担保差入であること。

⑤ 担保として差入れた電子証書貸付債権の元本をオンライン担保差入先において受領する場合には、日本銀行に受領相当額以上の金額につき、担保権の解除を依頼すること。

（注６）申請日付は、日本銀行に提出する「証書貸付債権の担保差入に係る承諾書および抗弁放棄書」の確定日付より後の日付、または担保差入通知書謄本の確定日付と同日付である必要があります（「担保に関する細則」参照）。
（注７）１通の登記事項概要証明書または「担保に関する細則」に規定する要件を充たす２通の登記事項証明書により、担保として差入れる複数の証書貸付債権について、担保差入先を譲渡人または質権設定者とする債権譲渡登記および質権設定登記が存在しないことを確認できる場合には、差入れる証書貸付債権毎の提出は不要です。この場合には提出を要する登記事項証明書等をそれぞれ１通提出してください。

「担保に関する細則」に規定するセカンダリー玉の場合には、当該オンライン担保差入先がセカンダリー玉について登記事項証明書等の提出の免除を受けている場合に限り、提出不要です。
（注８）登記事項証明書等の提出の免除を受ける場合には、提出の免除にかかる申請書等を日本銀行に提出のうえ、内部管理体制の審査を受ける必要があります。当該免除を受ける手続については、「担保に関する細則」第６章２．を参照してください。
（注９）日本銀行は、付随担保について、当該明細書に記入されている情報以外の情報（評価額に関する情報、異動に関する情報等）の提供を、オンライン担保差入先に指示することがあります。
ハ．電子証書貸付債権の担保差入までに行う取扱い
（イ）証書貸付債権証書の成立の真正性等に関する確認書の提出

担保差入金融機関等は、政府借入金入札システムを利用して債務者から担保差入の承諾を受けた「担保に関する細則」に規定する電子証書貸付債権について、初めて担保差入を行う場合（注１）には、オンライン担保差入先がロ．により書類を提出する日の２営業日前の日までに、「証書貸付債権証書の成立の真正性等に関する確認書」を取引主要店に提出（注２）してください（注３）。
（注１）担保差入金融機関等単位で初めて当該電子証書貸付債権の担保差入を行う場合にのみ提出し、担保差入先単位での提出は不要です。

（注２）郵送により提出することもできます。この場合には、郵送にかかる日数を勘案し、期限に間に合わないことがないよう留意してください。
（注３）取引主要店に提出した「証書貸付債権証書の成立の真正性等に関する確認書」の右上部に記載した日付は、担保差入の都度、オンライン担保差入先が担保取引店に提出する「電子証書貸付債権の担保差入に関する確約書」に記入する必要があります。
（ロ）政府借入金入札システムを利用した担保差入にかかる承諾申請

担保差入金融機関等は、「担保に関する細則」に規定する電子証書貸付債権の担保差入の都度、オンライン担保差入先が当該差入についてロ．により書類を提出する前に、政府借入金入札システムを利用して、債務者に対して担保差入にかかる承諾申請を行い、債務者から承諾を受けてください。債務者による承諾が行われた場合には、政府借入金入札システムを利用して、「証書貸付債権の担保差入に係る承諾書および抗弁放棄書」が、債務者から日本銀行および担保差入金融機関等に提出されます。

また、担保差入金融機関等は、政府借入金入札システムがメンテナンス等のために稼動停止する場合または政府借入金入札システムの障害時における担保差入にかかる承諾申請については、次の各号に定めるとおり取扱ってください。
ａ．政府借入金入札システムがメンテナンス等のために稼動停止する場合の取扱い

政府借入金入札システムがメンテナンス等のために稼動停止する場合には、担保差入にかかる承諾申請およびそれに対する債務者からの承諾のいずれも、政府借入金入札システムにより行うことができません。政府借入金入札システムのメンテナンス等のための稼動停止期間は、予め債務者から通知されますので、稼動停止期間を避けて、政府借入金入札システムを利用して担保差入の承諾申請を行い、担保差入前に債務者による承諾を受けるようにしてください（注１）（注２）。
（注１）政府借入金入札システムのメンテナンス等のための稼動停止期間中、担保差入にかかる承諾申請を新たに行うことはできませんが、政府借入金入札システムの稼動停止期間前に担保差入にかかる承諾を受けた「担保に関する細則」に規定する電子証書貸付債権を担保差入することは可能です。
（注２）政府借入金入札システムのメンテナンス等のための稼動停止期間中に、やむを得ず担保差入にかかる承諾を受ける必要が生じた場合には、速やかにその旨を債務者および担保取引店に連絡し、指示に従ってください。
ｂ．政府借入金入札システムの障害時の取扱い

政府借入金入札システムの障害により、政府借入金入札システムを利用して担保差入にかかる承諾を受けることができない場合には、原則として、政府借入金入札システムの障害復旧を待って、担保差入にかかる承諾を受けてください（注）。
（注）この場合において、システムの障害復旧前に、やむを得ず担保差入にかかる承諾を受ける必要が生じた場合には、速やかにその旨を債務者および担保取引店に連絡し、指示に従ってください。

ニ. 担保残高および担保価額合計額の増額
日本銀行は、提出された証書貸付債権証書等の内容を確認したうえで、担保残高および担保価額合計額の増額を行うとともに、オンライン担保差入先に「整理番号通知」（5411-01700）を日銀ネットにより送信します。また、返済方法が分割返済の場合には「担保証書貸付債権受戻・一部受戻日一覧表」（5411-01700の２枚目以降）を日銀ネットにより送信します。オンライン担保差入先が担保出力指定店舗でない場合には、担保出力指定店舗にも同通知（「担保証書貸付債権受戻・一部受戻日一覧表」を含みます。）を日銀ネットにより送信します。

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5411-01700）

整理番号通知（注１）
   　     （注２）
　担保目的物区分　　    　　　　　　　　　　　　
　担保差入先　　       （注３）     　　　　　　　　　　 与信・担保受付番号　       
　整　理　番　号　　           
　担保管理店　　     　　　　　
　債　　務　　者　　        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　担保受払区分　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　元　　本　　額　　                         円

　残存元本額　　                         円

　契約締結日　　        
　最終返済期日　　　        
　付随担保有無　　　 　　　（注４）

　承諾書の承諾日付　        （注５）

　承諾書の確定日付　        （注６）
　担保余裕額　　                         円

　　　　　　　　　　　　　　　担保証書貸付債権受戻・一部受戻日一覧表

担保差入先　　　       （注３）     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

整　理　番　号　　            　　　　　　　　　　　　　 残存元本額　                    円

　　　　　　　　　　　　　　　

受戻・一部受戻日　　返済期日　　　　受戻・一部受戻金額（円）　　受戻・一部受戻後残存元本額（円）

　　　　        　　　　        　　　　                    　　　　　　　　                    
                　　　　        　　　　                    　　　　　　　　                    

　　　　　        　　　　        　　　　                    　　　　　　　　                    
     　         　　　　        　　　　                    　　　　　　　　                    
（注１）分割返済の場合にのみ２ページ目以降が出力されます。

（注２）通知日が表示されます。
（注３）金融機関等店舗コードまたはＢＩＣコードが表示されます。

（注４）付随担保がない場合には、「0 なし」と表示されます。
付随担保がある場合には、「1 あり」と表示されます。

（注５）政府保証付証書貸付債権（証書貸付債権（電子記録債権）を除きます。）の場合には、債務者による承諾日付が表示されます。

（注６）政府（特別会計を含みます。）に対する証書貸付債権（証書貸付債権（電子記録債権）を除きます。）の場合には、財務大臣による承諾日付が、地方公共団体に対する証書貸付債権（証書貸付債権（電子記録債権）を除きます。）の場合には、知事または市町村長による承諾日付がそれぞれ表示されます。


（８）証書貸付債権（シンジケート・ローン債権に限ります。）のうち証書貸付債権（電子記録債権）以外の担保差入
証書貸付債権（電子記録債権）以外のシンジケート・ローン債権（以下(８)において単に「シンジケート・ローン債権」といいます。）の担保差入の入力に当っては、差入日を指定します。差入日としては、送信日のほか、その翌営業日を指定することができます。
オンライン担保差入先は、シンジケート・ローン債権の担保差入を行う場合には、担保等の提出時の「証書貸付債権の担保差入に係る承諾書および抗弁放棄書」の提出の要否に応じ、以下の各号に定めるところにより取扱ってください。

イ. 担保等の提出時に「証書貸付債権の担保差入に係る承諾書および抗弁放棄書」の提出を要しない場合
オンライン担保差入先がシンジケート・ローン債権（ただし、保証条件付不動産投資法人証書貸付債権を除く。）の担保差入を行う場合において、当該シンジケート・ローン債権が予め「担保に関する細則」に定める要件を充たしていることを日本銀行が確認しているため、担保等の提出時に「証書貸付債権の担保差入に係る承諾書および抗弁放棄書」の提出を要しないときの取扱いは、次のとおりです。

（イ）担保差入の入力
オンライン担保差入先は、所定の端末操作手順（業務処理区分コード541105）にもとづいて入力します。ただし、受戻期日以降の日を差入日として指定することはできません。また、返済方法が分割返済のものについては、一部受戻日から分割返済期日までの間の日を差入日として指定することはできません。
日本銀行は、この入力を受付けた場合には、「担保差入受付通知」（5411-00800）をオンライン担保差入先に送信します。
（ロ）担保等の提出
オンライン担保差入先は、担保差入の入力時に指定した差入日（送信日またはその翌営業日）に、（イ）の「担保差入受付通知」とともに、下表に掲げる書類（提出書類毎の「証書貸付債権の種類」の別に、当該提出書類の提出が必要な場合には○印を付し、当該提出書類の提出が不要な場合には×印を付しています。）を担保取引店の窓口に提出してください（注１）。

ただし、○印が付された書類であっても、下表の備考欄に記載がある場合には、この限りではありません。
	
	証書貸付債権の種類
	備　考

	
	企業または不動産投資法人に対する証書貸付債権
	政府保証付証書貸付債権

	地方公共団体に対する証書貸付債権
	

	提出書類
	日本銀行から交付を受けた証書貸付債権証書の写
	○
	○
	○
	－

	
	証書貸付債権の準拠法に関する確認書
	○
	○
	×
	証書貸付債権証書上に準拠法が日本法である旨の記載がある場合または政府保証付証書貸付債権であって､かつ｢担保に関する細則」に規定する全期間型特別適格債務者向け証書貸付債権もしくは特定期間型特別適格債務者向け証書貸付債権の場合には、提出は不要です。

	
	証書貸付債権の債権内容の変更ならびに振出手形および電子記録債権の不存在に関する確認書
	○
	○
	○
	－

	提出書類
	証書貸付債権の入札等の貸付条件の決定方法に関する確認書
	×
	○
	○
	次のいずれかの場合には、提出不要です。
1 政府保証付証書貸付債権であって､かつ｢担保に関する細則｣に規定する全期間型特別適格債務者向け証書貸付債権または特定期間型特別適格債務者向け証書貸付債権
2 「担保に関する細則」別表３の項番２５（貸付金利①）に定める要件を充たす地方公共団体に対する証書貸付債権

	
	地方公共団体に対する証書貸付債権の貸付金利に関する確認書
	×
	×
	○
	「担保に関する細則」別表３の項番２４（入札②）の地方公共団体に対する証書貸付債権にかかる要件の①に定める要件を充たす場合には、提出は不要です。

	
	登記事項証明書等（注２）
	○
	○
	○
	「担保に関する細則」に基づき、予め、登記事項証明書等の提出の免除を受けている場合には、提出は不要です（注３）。

	
	付随担保明細書（注４）
	○
	×
	×
	付随担保が付されていない場合には、提出は不要です。

	
	エージェントが作成した分割返済予定表
	○
	○
	○
	返済方法が分割返済でない場合または返済方法が分割返済であるが、証書貸付債権証書上に、貸付人ごとの返済予定日および返済金額が明記されている場合には、提出は不要です。


（注１）この他に日本銀行が必要と認める書類等を提出して頂くことがあります。
（注２）申請日付は、日本銀行に提出する「証書貸付債権の担保差入に係る承諾書および抗弁放棄書」の確定日付より後の日付、または担保差入通知書謄本の確定日付と同日付である必要があります（「担保に関する細則」参照）。
（注３）１通の登記事項概要証明書または「担保に関する細則」に規定する要件を充たす２通の登記事項証明書により、担保として差入れる複数の証書貸付債権について、担保差入先を譲渡人または質権設定者とする債権譲渡登記および質権設定登記が存在しないことを確認できる場合には、差入れる証書貸付債権毎の提出は不要です。この場合には提出を要する登記事項証明書等をそれぞれ１通提出してください。

（注４）日本銀行は、付随担保について、当該明細書に記入されている情報以外の情報（評価額に関する情報、異動に関する情報等）の提供を、オンライン担保差入先に指示することがあります。
（ハ）担保差入通知書謄本の提出
オンライン担保差入先は、（ロ）の表に掲げる証書貸付債権証書の写等を担保取引店に提出した場合には、遅滞なく、確定日付ある証書貸付債権の担保差入に係る通知書を内容証明郵便により証書貸付債権の債務者に送付したうえ、郵便局から交付を受ける当該通知書の謄本（以下「担保差入通知書謄本」といいます。）を担保取引店に提出してください。
（ニ）担保残高および担保価額合計額の増額
日本銀行は、（ロ）の表に掲げる証書貸付債権証書の写等および（ハ）の担保差入通知書謄本の内容を確認したうえで、担保残高および担保価額合計額の増額を行うとともに、オンライン担保差入先に「整理番号通知」（5411-01700）を日銀ネットにより送信します。また、返済方法が分割返済の場合には「担保証書貸付債権受戻・一部受戻日一覧表」（5411-01700の２枚目以降）を日銀ネットにより送信します。オンライン担保差入先が担保出力指定店舗でない場合には、担保出力指定店舗にも同通知（「担保証書貸付債権受戻・一部受戻日一覧表」を含みます。）を日銀ネットにより送信します。
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5411-01700）

整理番号通知（注１）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         （注２）
　担保目的物区分　　    　　　　　　　　　　　　
　担保差入先　       （注３）     　　　　　　　　　　　　 与信・担保受付番号　       
　整　理　番　号　　           
　担保管理店　     　　　　　　
　債　　務　　者　　        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　担保受払区分　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　元　　本　　額　　                         円

　残存元本額　　                         円

　契約締結日　　        
　最終返済期日　　　        
　付随担保有無　　　 　　　（注４）
　承諾書の承諾日付　        （注５）
　承諾書の確定日付　        （注５）
　担保余裕額　　                         円


　　　　　　　　　　　　　　担保証書貸付債権受戻・一部受戻日一覧表

担保差入先　　      　  （注３）     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

整　理　番　号　　            　　　　　　　　　　　　　　 残存元本額　                    円

　　　　　　　　　　　　　　　

受戻・一部受戻日　　返済期日　　　受戻・一部受戻金額（円）　　受戻・一部受戻後残存元本額（円）

        　　　　        　　　　                    　　　　　　　　                    
                  　　　　        　　　　                    　　　　　　　　                    

        　　　　        　　　　                    　　　　　　　　                    
                   　　　　        　　　　                    　　　　　　　　                    
（注１）分割返済の場合にのみ２ページ目以降が出力されます。
（注２）通知日が表示されます。
（注３）金融機関等店舗コードまたはＢＩＣコードが表示されます。
（注４）付随担保がない場合には、「0 なし」と表示されます。
付随担保がある場合には、「1 あり」と表示されます。

（注５）「証書貸付債権の担保差入に係る承諾書および抗弁放棄書」に代えて、担保差入通知書謄本が提出された場合には、差入日付が表示されます。




ロ. 担保等の提出時に「証書貸付債権の担保差入に係る承諾書および抗弁放棄書」の提出を要する場合
オンライン担保差入先がシンジケート・ローン債権の担保差入を行う場合において、担保等の提出時に「証書貸付債権の担保差入に係る承諾書および抗弁放棄書」の提出を要するときの取扱いは、次のとおりです。

（イ）担保差入の入力
オンライン担保差入先は、所定の端末操作手順（業務処理区分コード541105）にもとづいて入力します。ただし、受戻期日以降の日を差入日として指定することはできません。また、返済方法が分割返済のものについては、一部受戻日から分割返済期日までの間の日を差入日として指定することはできません。
日本銀行は、この入力を受付けた場合には、「担保差入受付通知」（5411-00800）をオンライン担保差入先に送信します。

（ロ）担保等の提出
オンライン担保差入先は、担保差入の入力時に指定した差入日（送信日またはその翌営業日）に、下表に掲げる書類（提出書類毎の「証書貸付債権の種類」の別に、当該提出書類の提出が必要な場合には○印を付し、当該提出書類の提出が不要な場合には×印を付しています。）を、（イ）の「担保差入受付通知」とともに担保取引店の窓口に提出してください（注１）。

ただし、○印が付された書類であっても、下表の備考欄に記載がある場合には、この限りではありません。
	
	証書貸付債権の種類
	備　考

	
	企業または不動産投資法人に対する証書貸付債権
	政府保証付証書貸付債権

	地方公共団体に対する証書貸付債権
	

	提出書類
	日本銀行から交付を受けた証書貸付債権証書の写
	○
	○
	○
	－

	
	債務者から徴求した証書貸付債権の担保差入に係る承諾書および抗弁放棄書
	○
	○
	○
	－

	
	証書貸付債権の準拠法に関する確認書
	○
	○
	×
	証書貸付債権証書上に準拠法が日本法である旨の記載がある場合または政府保証付証書貸付債権であって、かつ「担保に関する細則」に規定する全期間型特別適格債務者向け証書貸付債権もしくは特定期間型特別適格債務者向け証書貸付債権の場合には、提出は不要です。

	
	証書貸付債権の債権内容の変更ならびに振出手形および電子記録債権の不存在に関する確認書
	○
	○
	○
	－


	提出書類
	証書貸付債権の入札等の貸付条件の決定方法に関する確認書
	×
	○
	○
	次のいずれかの場合には、提出不要です。
1 政府保証付証書貸付債権であって､かつ｢担保に関する細則｣に規定する全期間型特別適格債務者向け証書貸付債権または特定期間型特別適格債務者向け証書貸付債権
2 「担保に関する細則」別表３の項番２５（貸付金利①）に定める要件を充たす地方公共団体に対する証書貸付債権

	
	地方公共団体に対する証書貸付債権の貸付金利に関する確認書
	×
	×
	○
	「担保に関する細則」別表３の項番２４（入札②）の地方公共団体に対する証書貸付債権にかかる要件の①に定める要件を充たす場合には、提出は不要です。

	
	登記事項証明書等（注２）
	○
	○
	○
	「担保に関する細則」に基づき、予め、登記事項証明書等の提出の免除を受けている場合には、提出は不要です（注３）。

	
	付随担保明細書（注４）
	○
	×
	×
	付随担保が付されていない場合には、提出は不要です。

	
	エージェントが作成した分割返済予定表
	○
	○
	○
	返済方法が分割返済でない場合または返済方法が分割返済であるが、証書貸付債権証書上に、貸付人ごとの返済予定日および返済金額が明記されている場合には、提出は不要です。


（注１）この他に日本銀行が必要と認める書類等を提出して頂くことがあります。

（注２）申請日付は、日本銀行に提出する「証書貸付債権の担保差入に係る承諾書および抗弁放棄書」の確定日付より後の日付、または担保差入通知書謄本の確定日付と同日付である必要があります（「担保に関する細則」参照）。
（注３）１通の登記事項概要証明書または「担保に関する細則」に規定する要件を充たす２通の登記事項証明書により、担保として差入れる複数の証書貸付債権について、担保差入先を譲渡人または質権設定者とする債権譲渡登記および質権設定登記が存在しないことを確認できる場合には、差入れる証書貸付債権毎の提出は不要です。この場合には提出を要する登記事項証明書等をそれぞれ１通提出してください。

（注４）日本銀行は、付随担保について、当該明細書に記入されている情報以外の情報（評価額に関する情報、異動に関する情報等）の提供を、オンライン担保差入先に指示することがあります。
（ハ）担保残高および担保価額合計額の増額
日本銀行は、提出された証書貸付債権証書の写等の内容を確認したうえで、担保残高および担保価額合計額の増額を行うとともに、オンライン担保差入先に「整理番号通知」（5411-01700）を日銀ネットにより送信します。また、返済方法が分割返済の場合には「担保証書貸付債権受戻・一部受戻日一覧表」（5411-01700の２枚目以降）を日銀ネットにより送信します。オンライン担保差入先が担保出力指定店舗でない場合には、担保出力指定店舗にも同通知（「担保証書貸付債権受戻・一部受戻日一覧表」を含みます。）を日銀ネットにより送信します。
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5411-01700）

整理番号通知（注１）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         （注２）
　担保目的物区分　　    　　　　　　　　　　　　
　担保差入先　　       （注３）     　　　　　　　　　　　 与信・担保受付番号　        
　整　理　番　号　　           
　担保管理店　　     　　　　　
　債　　務　　者　　        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　担保受払区分　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　元　　本　　額　　                         円

　残存元本額　　                         円

　契約締結日　　        
　最終返済期日　　　        
　付随担保有無　　　 　　　（注４）
　承諾書の承諾日付　        
　承諾書の確定日付　        
　担保余裕額　　                         円


　　　　　　　　　　　　　担保証書貸付債権受戻・一部受戻日一覧表

担保差入先　　　       （注３）     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

整　理　番　号　　            　　　　　　　　　　　　　　 残存元本額　                    円

　　　　　　　　　　　　　　　

受戻・一部受戻日 返済期日  　　　受戻・一部受戻金額（円）　　受戻・一部受戻後残存元本額（円）

        　　　　        　　　　                    　　　　　　　　                    
                  　　　　        　　　　                    　　　　　　　　                    


      　　        　　　　        　　　　                    　　　　　　　　                    
        　        　　　　        　　　　                    　　　　　　　　                    
（注１）分割返済の場合にのみ２ページ目以降が出力されます。
（注２）通知日が表示されます。

（注３）金融機関等店舗コードまたはＢＩＣコードが表示されます。

（注４）付随担保がない場合には、「0　なし」と表示されます。
付随担保がある場合には、「1　あり」と表示されます。



（９）証書貸付債権（電子記録債権）の担保差入

イ．担保差入の入力

証書貸付債権（電子記録債権）の担保差入の入力に当っては、差入日を指定します。差入日としては、送信日のほか、その翌営業日を指定することができます。
オンライン担保差入先は、証書貸付債権（電子記録債権）の担保差入を行う場合には、所定の端末操作手順（業務処理区分コード541105）にもとづいて入力します。ただし、受戻期日以降の日を差入日として指定することはできません。また、返済方法が分割返済のものについては、一部受戻日から分割返済期日までの間の日を差入日として指定することはできません。
日本銀行は、この入力を受付けた場合には、「担保差入受付通知」（5411-00800）をオンライン担保差入先に送信します。

　　

ロ．担保等の提出

オンライン担保差入先は、担保差入の入力時に指定した差入日（送信日またはその翌営業日）に、イ．の「担保差入受付通知」とともに次に掲げる書類（注１）を担保取引店の窓口に提出してください。

a．表面に担保として適格と認める証としてのスタンプが押なつされた記録事項証明書および添付契約書
b．事前審査時以降に、変更記録（注２）または支払等記録（注３）がされていないことが確認できる書面
c．事前審査時以降に、中間譲渡人に個人がいないことが確認できる書面

d．譲渡記録証明書

e．電子記録債権の入札等の貸付条件の決定方法に関する確認書（政府（特別会計を含みます。）を債務者とする証書貸付債権（電子記録債権）、政府保証付証書貸付債権（電子記録債権）または「担保に関する細則」別表２の項番２４（入札②）の地方公共団体を債務者とする電子記録債権にかかる要件の①に定める要件を充たす地方公共団体を債務者とする証書貸付債権（電子記録債権）の場合に限ります。）または地方公共団体を債務者とする電子記録債権の貸付金利に関する確認書（「担保に関する細則」別表２の項番２５（貸付金利①）に定める要件を充たす地方公共団体を債務者とする証書貸付債権（電子記録債権）の場合に限ります。）
f．譲渡担保権設定証書（シンジケート・ローン債権にかかる電子記録債権の場合に限ります。）

g．付随担保明細書（注４）（付随担保が付されていない場合には提出は不要です。）

　　　
（注１）b．からd．の複数の書面について、重複するものがある場合には、重複しての書面の提出は不要です。
（注２）債務者またはオンライン担保差入先の名称変更または住所変更（日本国内に限ります。）にかかる変更記録を除きます。

（注３）事前審査時における記録により確認された支払方法に基づき分割払が行われた場合の支払記録を除きます。
（注４）日本銀行は、付随担保について、当該明細書に記入されている情報以外の情報（評価額に関する情報、異動に関する情報等）の提供を、オンライン担保差入先に指示することがあります。
ハ．担保残高および担保価額合計額の増額

日本銀行は、提出された記録事項証明書等の内容を確認したうえで、担保残高および担保価額合計額の増額を行うとともに、オンライン担保差入先に「整理番号通知」（5411-01700）を日銀ネットにより送信します。また、返済方法が分割返済の場合には「担保証書貸付債権受戻・一部受戻日一覧表」（5411-01700の２枚目以降）を日銀ネットにより送信します。オンライン担保差入先が担保出力指定店舗でない場合には、担保出力指定店舗にも同通知（「担保証書貸付債権受戻・一部受戻日一覧表」を含みます。）を日銀ネットにより送信します。
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5411-01700）

整理番号通知（注１）
　　　　　　　　　　　　　　　　　  　      （注２）
　担保目的物区分　　    　　　　　　　　　　　　
　担保差入先　　       （注３）     　　　　　　　　　　　　 与信・担保受付番号　        
　整　理　番　号　　           
　担保管理店　　     　　　　　
　債　　務　　者（注４）        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　担保受払区分　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　元　　本　　額　　                         円

　残存元本額　　                         円

　契約締結日　　        （注５）
　最終返済期日　　　        
　付随担保有無　　　 　　　（注６）
　承諾書の承諾日付　        （注７）
　承諾書の確定日付　        （注７）
　担保余裕額　　                         円


　　　　　　　　　　　担保証書貸付債権受戻・一部受戻日一覧表

担保差入先　　       （注３）     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

整　理　番　号　　            　　　　　　　　　　　　　　 残存元本額　                    円

　　　　　　　　　　　　　　　

受戻・一部受戻日　　返済期日　　　受戻・一部受戻金額（円）　　受戻・一部受戻後残存元本額（円）

　        　　　　        　　　　                    　　　　　　　　                    
                    　　　　        　　　　                    　　　　　　　　                    

　        　　　　        　　　　                    　　　　　　　　                    
                    　　　　        　　　　                    　　　　　　　　                    
（注１）分割返済の場合にのみ２ページ目以降が出力されます。

（注２）通知日が表示されます。

（注３）金融機関等店舗コードまたはＢＩＣコードが表示されます。

（注４）「（電債）○○工業」のように表示されます。

（注５）発生日が表示されます。

（注６）付随担保がない場合には、「0　なし」と表示されます。

付随担保がある場合には、「1　あり」と表示されます。
（注７）日本銀行へ譲渡記録が行われた日付が表示されます。
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